
企業におけるAI活用が加速する中、 
CFOはその可能性を戦略的に引き出す 
「変革アーキテクト」としての役割が求められる
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AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 3PwC

世界中の企業は、長年積み重なった構造的な課題に直面し、
その影響は一層深刻化しています。人口動態の変化により人材
獲得競争は激化し、優秀な人材の確保が難しくなっています。生
産性は低迷し、革新的なアイデアが十分に活かされていません。
多くの企業では、ベストプラクティスと比較して先端技術の活用
が大きく遅れています。旧来のプロセスに固執し、変化を予測せ
ず、改善も進まない状況です。その結果、リアルタイムでの情報
活用や業務の自動化を進めない企業は、ますます大きな圧力に
さらされています。しかし、この環境は決して絶望的ではありま
せん。生成AIの登場は、世界経済に劇的な変化をもたらす転換
点となります。私たちは、経済の基盤を揺るがす革命の始まりに
立ち会っています。

こうした中、過去にテクノロジーの活用をリードしてきたファイ
ナンス部門には大きなチャンスがあります。多くのCFOは、生成
AIが戦略的アジェンダの大きな推進力となり、CEOによるビジネ
スのかじ取りをより効果的に支援できることを既に認識していま
す。生成AIの活用レースはもう始まっており、ファイナンス部門に
よるエンドツーエンドのマネジメントが、いよいよ重要視される
時代になっています。

この目標を達成するためには、以下のステップが必要です：

• 戦略的な生成AIアジェンダを策定し、IT部門や関連部門と連
携して先導的な役割を果たし、変革を加速するための基盤を
構築する

• ビジネス価値を確実にもたらすユースケースを実装し、ステー
クホルダーが具体的なメリットを実感できるようにすることで、
変革推進の機運を高める

• 社員のスキル開発を通じて生成AIの価値を最大化し、生産性
向上を実現することで、企業全体を次の成長ステージへ導く

• 戦略を実現するための組織・プロセス・テクノロジーの設計図
（ターゲット・オペレーティング・モデル、以下、TOM）を長期
的視点で描き、AIを効率的かつ拡張可能、責任ある、持続可
能な形で活用するための枠組みを確立する

エグゼクティブサマリー

Frauke Schleer-van Gellecom
PwCドイツ パートナー　兼　意思決定インテリジェンス専門家

生成AIは急速に存在感を増していま
すが、それ自体が自動的な成功をもた
らすわけではありません。その利点を
本当に“効率”へと転換するためには、
明確な意思決定と素早い行動が不可
欠です。ファイナンス部門は、AI革命を
社内で率いる主導者となり得る立場に
あります”



AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 4PwC

戦略を再構築する： 
生成AIがファイナンス戦略にもたらす意味

AIは長年、人々の想像力を刺激し、幾度となく期待と失望のサ
イクルを繰り返してきました。しかし今回は状況が異なります。大
規模言語モデル（LLM）の急速な進化により、誰もが使える形で
生成AIが登場しました。これにより、デジタル技術や知識、価値
創造との関わり方は根本から変わり始めています。簡単な入力で
複雑な質問に対する答えを得られ、テキスト、画像、プレゼン資
料、動画などのコンテンツを瞬時に生成できるようになりました。

AIはもはや専門家だけのものではなく、スマートフォンやブラウ
ザ、さらには業務ソフトウェアに統合され、日常や職場に急速に
浸透しています。

この革命は、テック企業によるダイナミックなエコシステムに支
えられ、ほぼ毎週のように新しいイノベーションが登場していま
す。高度な知性を持つボットや対話型アシスタントが、仕事や生
活をより便利にする新しい時代が始まったのです。今後どのよう
な進化が起きるかを予測することは、ほぼ不可能なほどのスピー
ドで変化しています。

私たちは今まさにAIの世界における「iPhone登場の瞬間」を
体験しています。iPhoneがスマートフォンの普及を加速させたよ
うに、生成AIはビジネスと日常を一変させるでしょう。メールやプ
レゼン資料の作成、情報検索といった日常的なさまざまな業務
において、AIツールは既に不可欠な存在になりつつあります。

AIの普及と民主化は、企業に大きな影響を与えます。新しい
ツールを活用すれば、社員の生産性を高め、煩雑な手作業を減
らすことができます。同時に、機械学習や予測分析、ロボティック・
プロセス・オートメーション（RPA）などの従来の技術と組み合わ
せることで、業務プロセスを根本的に効率化する新しい方法が生
まれています。

しかし、統制なく生成AIを利用することにはリスクも伴います。
生成AIは現時点では完全ではなく、生成されたコンテンツに誤り
が含まれる可能性があります。データ保護や著作権侵害の防止、
規制遵守も不可欠です。また、生成AIを導入しただけで、生産性
向上が保証されるわけではありません。

そのため、組織として生成AI活用について十分に学習すること
が求められます。そのうえで、自社に合わせてカスタマイズされた
AI活用を通して、効果を最大限に引き出すことが重要です。こう
した取り組みを怠れば、競争で後れを取り、損失を招くことにな
るでしょう。ただ様子を見ているだけでは、未来を失います。

生成AIは企業のあらゆる領域に影響を与えていますが、特に
ファイナンス部門には大きな機会があります。多くの場合、CFO
はCEOやCIO／CTOとともに生成AIの取り組みを推進する原動
力となっています。テクノロジーは、ファイナンス部門で進められ
てきた変革の理想的な触媒であり、CFOが経営層の信頼できる
パートナーとしての役割を強化します。

ただの流行ではない：生成AIは、AIの世界に
おける「iPhone登場の瞬間」

企業はこの変化に積極的に対応し、統制を効
かせる必要がある

生成AIによる変革をけん引するファイナンス
部門



AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 5PwC

ファイナンス部門は、単なる取引処理の安全性確保にとどまら
ず、財務・非財務データを戦略的に活用し、経営のかじ取りに重
要な役割を果たしています。そのため、ファイナンス部門は企業
における生成AI変革の中核となる存在であり、IT部門などと連
携し、テクノロジーを推進することで、従来のモダナイゼーション
の遅れを解消し、企業価値を高めることができます。

さらに、ファイナンス部門は全社的なビジネスケースの効果測
定やパフォーマンス管理に関与しているため、生成AI施策のガバ
ナンスにおいても重要な役割を担います。個別のユースケースに
とどまらず、生成AIを活用して具体的なビジネス価値を創出する
方法を探り、企業全体の変革をけん引することが期待されます。

生成AIの潜在力を最大限に活用するには、これらの機会を戦略
とビジョンに組み込むことが不可欠です。しかし、多くの企業はこ
の点で遅れています。PwCのラウンドテーブル調査では、回答者の
大半が生成AIをファイナンス領域において破壊的テクノロジーと
認識している一方、その認識は現行のデジタル戦略に十分反映さ
れていません。包括的なデータ＆AI戦略を持つ企業はごくわずか
です。

効果的な生成AI戦略を描くためには、次の問いに答える必要
があります：

• なぜ生成AIを活用するのか
• AI導入で業務プロセスはどう変わるのか
• どのようなビジネス価値を創出できるのか
• 成果を得るために必要なスキルは何か

これらの問いは、将来像を明確化し、そこに到達するための
ロードマップを描く基盤となります。重点領域は企業ごとに異な
りますが、調査では効率性向上、分析支援、予測や予算編成、反
復業務の高度な計画・自動化・アシストが最も期待される分野と
して挙げられました。

戦略的な生成AIアジェンダが変革のペースを
左右する ファイナンス部門のデジタル化戦略には、生成AIがまだ十分

に考慮されていません

• 生成AIはただの流行ではなく、持続的な変革をもたら
します。AIは検索エンジンやERPやEPMなどの業務シ
ステムを通じて、誰でも利用可能です。

• 企業は様子見ではなく、積極的に変革を管理する必
要があります。そうしなければ、競争力低下やコンプラ
イアンスリスクに直面することになるでしょう。

• ファイナンス部門は生成AI活用の推進役を担うことが
期待されています。戦略的アジェンダを通じて企業の成
長に貢献することができます。

要点

ファイナンス部門における生成AIの革新的な特徴は広く認
識されています
生成AIはファイナンス部門における革新的なテクノロジーである
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AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 6PwC

スモールスタートで成功体験を得る： 
すぐに効果を体感できるユースケースを 
選択する

生成AIの汎用性は非常に高く、ファイナンス部門には多様な
ユースケースが存在します。LLMは膨大なデータで訓練されてお
り、自然言語処理をはじめ、戦略評価や業務自動化など幅広い
分野で活用できます。

管理会計、財務会計、リスク管理、ESG対応、税務など、ほぼ全
てのファイナンス業務で導入が可能です。例えば、請求書処理の
自動化、計画立案支援、財務報告の効率化などが挙げられます。

ファイナンス部門で活用でき
るAIのユースケースにはどのよ
うなものがあり、それぞれどの
ような課題に対応し、どのよう
なメリットをもたらすのでしょう
か。PwCの「Applied AI Use 
Case Compass」には、300以上
のAIユースケース（うちファイナ
ンス部門向けは60件）があり、
機能別、プロセス別、技術別に
ユースケースを簡単に絞り込む
ことで組織横断的な視点でイ
ンサイトを抽出し、個社の状況
に適したユースケースを迅速か
つ容易に確認することが可能
です。

Applied AI Use Case Compass

https://pages.pwc.de/
applied-ai-compass-app/

ファイナンス部門には適用可能なユースケース
の選択肢が豊富にある

PwC Applied AI Use  
Case Compass
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AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 7PwC

ユースケースをビジネスへの提供価値と実現可能性の二軸
で分類することで、クイックウィンの特定が容易になります

企業は既に数多くの分野で生成AIを活用しています
どの分野で生成AIが利用されているか

生成AIの導入は急速に進んでおり、「導入するかどうか」では
なく「いつ導入するか」が問われています。PwCが経営管理部門
やCFO向けのイベントで行った調査によると、生成AIは、主に
マーケティング、販売、会計、製造分野で既に広く利用され始め
ています。

この付加価値は例えば、収益の可能性、コスト削減、あるいは
顧客体験の向上などさまざまな形をとります。実現可能性につい
ては、利活用できるデータやその品質、現在使用しているテクノ
ロジーの成熟度、実装リスクなどから評価できます。

プロジェクトの実装範囲はリソース状況に応じて調整し、実装
の順序は依存関係も考慮して決定する必要があります。特に最
初の生成AIのユースケースでは、量より質を重視し、十分な検証
を行うことが重要です。メリットが明確で具体的であればあるほ
ど、業務プロセス変革に対する関係者の理解と納得も得やすく
なります。

また、生成AIは単独で使うのではなく、機械学習や予測、RPA
など他の技術と組み合わせることで、より多くの有望な活用事例
が生まれます。生成AIは言語や非構造化データの処理で新たな
基準を打ち立てており、既存技術を補完する存在です。どの技術
を使うかにこだわりすぎず、常にビジネス価値と各ユースケース
の可能性に注目することが重要です。

生成AIの急速な普及は、企業に対して迅速な対応を迫っていま
す。様子見の姿勢は競争力を失うリスクがあり、早期かつ実践的な
ユースケースに取り組むことが極めて重要です。

急速に進む導入に伴い、高まる緊急性

何でもできそうに見えるからこそ、どこから着手するかの選択
は難しくなります。そのため、費用対効果に基づき、ユースケース
を体系的に優先順位付けすることが不可欠です。特に、付加価
値が高く、導入が容易なアプリケーションを優先し、短期間で成
果が見込める領域にフォーカスすることで、AI活用の拡大を加速
できます。

即効性のある成果目標の特定とユースケース
の優先順位付け

会計

管理

製造

その他

マーケティ 
ング・営業
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27％
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AIの民主化が切り開く、ファイナンス変革の新時代 8PwC

どのユースケースに取り組むべきかを判断するには、メリット・デメリットのバランスを考慮する必要があります。例えば、以下のアプ
リケーションは既に実現可能で、現在利用できるテクノロジーを用いて生産的に活用できます。

大きな可能性を持つ実践的なユースケース

財務報告への自動コメント生成 各種文書処理の自動化 データや文書との対話

領域 管理会計、計画策定、レポーティ
ング

会計、税務 ナレッジマネジメント

課題 • 財務報告への意見提供が随時
かつ手作業で行われている

• レポート間の整合性が取れてい
ない

• 請求書、警告書、注文書、税務
関連文書などからデータを抽
出するために多大な手作業が
生じている

• エラーによる遅延とコスト増

• 人為的なミスが発生しやすい
反復的なプロセス

• 業務遂行のため、一連の 
ドキュメントと多くのデータ
ソースへの参照が必要

• 必要不可欠な情報が見えず
特定することが困難

• 課題が芋づる式に複数の
データソースに拡大

打ち手 • 生成AIを使用した自然言語によ
る、財務報告への意見提供の自
動化

• 質の高い意見の生成

• データとの対話：自然言語を用
いた双方向の対話・分析

• 生成AIとRPAによる照合自動化

• 文書の読み取りおよび既存情
報との照合

• 既存システムや業務プロセスへ
の容易な統合

• 生成AI経由でデータや文書
にアクセス

• チャットを使うことでインタ
ラクティブに迅速に必要な
情報の入手が可能

• 主な傾向については対話の
中で見定める

メリット • 作業時間の短縮

• 報告品質の向上

• 一貫性のとれた意見提供

• 新たな洞察による気付き

• エラーの防止

• 処理時間の短縮とコストの削減

• 社員の戦略的タスクへの関与

• SQLクエリから自然言語
へ、データアクセス方法を
簡素化

• 柔軟なデータ分析と分析に
対するアシストにより、新た
なナレッジとの出会い

• 時間と労力の削減

テクノロジー • 生成AI、従来型のBI • 生成AI、機械学習、自然言語処
理、RPA

• 生成AI、機械学習、自然言
語処理
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AIは、検索エンジンやMicrosoft 365、基幹システムなどの標
準ソフトウェアに徐々に組み込まれています。一方で、特定のデー
タや業務プロセス、専門知識に基づくアプリケーションは、すぐ
に自社で利用できる形で提供されていない場合もあります。競争
力を維持するためには、自社で独自に組み込む必要が生じること
もあり、「自社開発すべきか、購入すべきか」という判断が繰り返
し問われます。

• ベースとなるAIモデルをチューニングして自社で生成AIソ
リューションを開発する価値があるか

• 既存のソリューションを購入するほうが効率的か

最適な選択は、戦略的な目的、導入期間、リソース、費用対効
果を総合的に評価して決める必要があります。

また、組織の柔軟性や将来の技術進化への対応力も重要です。

• もし今後数年でさらにテクノロジーが飛躍的な進歩を遂げた
場合、何が起きるか

• 社内で開発したシステムや購入したシステムはどれだけ使用
し続けられるか

• 特定のAIモデルへの依存をどう減らすか

場合によっては、長期運用よりも迅速な導入を優先すべきこと
もあります。そのため、社内開発と外部購入をバランスよく組み合
わせた多層的な導入戦略が重要です。結論として、「自社開発か
購入か」ではなく、「両方を柔軟に検討する」ことが最善です。

自社開発か購入か？ 
迅速な導入を成功に導くためには

• 生成AIは、特に機械学習やRPAなどの他の技術と組み
合わせることで、ファイナンス領域に幅広いユースケー
スを提供します。

• まずはビジネス価値が高く、導入が容易なアプリケーショ
ン（即効性のある成果）を優先すべきです。

• 様子を見てから判断、という選択肢はなく、ユースケー
スを迅速に実装することが、生成AIからのメリットを享
受し、競争力を維持するための鍵となります。

要点
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従業員の力を引き出す： 
ファイナンス部門における 
意識変革の成功要因

生成AIの登場によって大規模な変革が始まっています。これ
はパソコンやインターネットの登場に匹敵するインパクトがあり、
私生活や仕事のあり方を大きく変えようとしています。多くの分
野では、この新しい技術がどのような形で定着するのかはまだ
不透明な部分もありますが、AIが企業活動に根本的な変化をも
たらすことに疑いの余地はありません。企業は既に根本的な変
革プロセスを進めており、それがもたらす影響は過去の多くの変
革を上回るものとなります。

AIの出現がどれほど革命的であるかは、例えば文章によるや
りとりといった単純なケースで説明できます。従来のコミュニケー
ション基盤は、印刷された手紙の郵送から電子メールへの移行に
よって革命が起こり、数日かかっていたやりとりが瞬時に相手に
届くようになりました。今や、生成AIによって、伝達されるコンテ
ンツの受容と生成のプロセスが変革されています。長文のドキュ
メントから重要な内容をより迅速に抽出できるようになり、対応
するAIアシスタントを使えば、メールもより速く作成できます。

こうした大きな変化は、必ずしも全員に歓迎されるわけではあ
りません。人は慣れ親しんだものに固執しがちです。企業は、社
員が新しい技術の利点を理解し、前向きに受け入れられるよう
積極的に支援し、文化的な変革を促す必要があります。健全な
懐疑心は有益ですが、変化への抵抗はイノベーションの妨げとな
ります。

生成AIの普及により、AIは誰でも使える技術になりました。し
かし、企業で生産的に活用するには、社員が新しいシステムの使
い方を学ぶ必要があります。例えば、自宅にパソコンがある人が

企業にとって、組織全体を動かす大きな変革が
始まっている

新たなスキルセットが求められている

必ずしもExcelをうまく活用できるわけではありません。それと同
様に、個人向けの生成AIツールを利用する人が必ずしも業務に
おいて適切に活用できるとは限りません。実際、経営管理部門の
トップは生成AIの活用における最大の課題として、データの可用
性と並んで「知識のギャップ」を挙げています。

新しいツールを効果的に使うためには、幅広いスキル向上施策
が不可欠です。生成AIの登場で、人と機械の協働のバランスが
変わり、業務内容や必要なスキルも変化しています。AIアシスタ
ントとの連携やプロンプトを活用した操作には、新しい思考方法
が求められ、戦略的なタスクの重要性が増しています。

ファイナンス部門では、一般会計や決算など従来の知識の需
要が、プロセス自動化によって減少する一方、データ分析やリア
ルタイムでの財務情報活用、一貫した経営管理への注目が高
まっています。

データの不足、知識のギャップ、そしてセキュリティへの懸念
が、生成AIの活用を妨げています
生成AIを活用する際、最大の課題は何か

データ

費用

知識不足

その他

セキュリティ

56％

20％

47％

56％

11％ ITに関するリソース・ 
キャパシティ不足
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トレーニングの方法と実践的応用の重要性

多くの従業員を対象とした効果的なスキルアップの取り組みが重要です。学習コンテンツのグループに対し、役割別に異なる重み
付けを設けるアプローチによって、実践における成果をもたらすことができます。

役割分担と学習コンテンツの例

効果的なスキル向上施策は、できるだけ多くの社員を対象に実
施すべきです。役割に応じて重点領域や研修の強度を定める
「ロールベースのアプローチ」は、実際の運用において有効である
ことが証明されています。全ての社員が生成AIの基本的な機能
と限界を理解することで、誤解を防ぎ、受け入れやすくなります。
テクノロジーへの信頼を築き、抵抗感を減らすためには、広範な
チェンジマネジメントが不可欠です。

生成AIの活用は理論だけでなく、日常業務への実践的な橋渡
しが必要です。トレーニングを通じて実際に使い、試行錯誤しな
がら効果を体感することが重要です。だからこそ、社員への技術
展開と初期ユースケースの導入が重要です。これにより、生成AI
の利点が実際に業務に定着し、変革が加速します。

• 生成AIはその革新性ゆえに、企業の意識改革が必要
になります。

• 社員への的を絞ったトレーニングが非常に重要です。
生成AIは数多くの業務プロセスを変革し、新たなスキ
ルセットを必要とします。

• 生成AIのトレーニングには役割別のアプローチが有効
です。これにより学習内容を体系的に構築することが
可能になります。

• 理論的な知識だけでなく、実践的な研修プログラムの
提供が必要不可欠です。初期的なユースケースの導入
により生産的な活用が定着するようになります。

要点

AI基礎

AI活用の橋渡し役
• 気付きを生む
• （生成）AIの基礎を学ぶ
• ユースケースを認識する

AI基礎知識

（生成）AIアプリケーションの知見

AI利用についてのリスクガイドライン

効果的なプロンプト技術

ユースケースの特定

ユースケースのライフサイクル管理

AIガバナンスの適用

プロンプトエンジニアリング2.0

LLM市場の概観と主要プレイヤー

• 生成AIを活用した効
率的な働き方につい
て学ぶ

• 最良の（生成）AIツー
ルを知ろうとする

• （生成）AI分野でリー
ダーシップを発揮する

• 専門家と一緒に（生成）
AIユースケースを開発
する

• 将来のプロンプトエンジ
ニアリングに関するよう
な専門的なトレーニング
を受講する

AI活用の推進者 AIの運用管理者

技術的知見

ユースケース
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拡張を推進する： 
ターゲット・オペレーティング・モデルが 
生成AIに及ぼす影響

生成AIの導入初期においては、迅速な対応が不可欠です。早
期に実践経験を積み、競争力を維持するためには、実践的なア
プローチが求められます。現場では、組織・プロセス・テクノロジー
の将来像、TOMを簡素化し、必要最低限の観点で安全かつ明
確な運用を設計することが一般的です。ただし、これはあくまで
暫定的な枠組みです。

長期的には、長期的に活用できる包括的なTOMの確立が理
想です。暫定的に描かれたTOMに対して、徐々に恒久的なモデ
ルを描き統合していく流れが一般的です。

既に一部の企業では、生成AIのためのTOM構築が始まってい
ますが、恒久的な運用体制や責任分担、ガイドラインの整備が
遅れているケースも多く、早急な対応が求められます。

最初のユースケースから長期的な運用まで 企業全体向けの生成AIガイドラインを有する企業はごくわ
ずかです
企業全体向けの生成AI利用に関するガイドラインを有している

全く 
同意しない

同意しない どちらでも
ない

同意する 強く 
同意する

37％

21％
19％

16％

7％
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包括的な 
ターゲット・ 
オペレーティング・
モデルの5つの要素

AI推進のためには、明確な組織体制が不
可欠です。これにより、ビジネス目標に沿っ
た適切なユースケースの選定や、AIによる
価値創出の効果測定が可能になります。組
織体制は、部門間の責任分担や、データ＆
アナリティクスのセンター・オブ・エクセレン
ス（CoE）、AIカウンシルなど全社的な組織
単位、外部ステークホルダーとの連携も含
めて設計します。最適な組織構造（中央集
権型、分散型、組み込み型、連邦制型など）
は企業ごとに異なります。

急速な技術進化に対応するため、適切な技
術・データ基盤の選定が重要です。関連
データの特定や将来に備えたクラウド設
計、最適なプロバイダーやプラットフォーム
の選択、データアーキテクチャの整備が必
要です。ユースケースごとに必要なデータや
クラウド移行の要否も考慮し、「自社開発
か購入か」の評価基準も明確にします。

透明性高く、責任の所在が明確になる形で
AIを活用するためには、ガバナンス構造の
確立が不可欠です。AIアプリケーションや
データプロダクトに関する責任分担に加え、
必須のプロセスや管理体制を構築する必
要があります。例えば、どのシステムに誰が
責任を持つのか、どの品質基準を守るべき
かを明確に定義する必要があります。ガバ
ナンス委員会などの役割や組織体に加え、
KPIの測定や現状のモニタリングを行う運
用体制も整備する必要があります。

生成AIの可能性を見極め、ユースケースの
優先順位を正しく設定するためには、プロ
セス全体の詳細な分析が重要な前提条件
となります。さらに、AIの活用に関連する多
くのプロセスを構築する必要があります。需
要管理からモデル開発、モニタリング、改
善、リスク管理まで、アプリケーションのラ
イフサイクル全体を設計します。特にコンプ
ライアンス、セキュリティ、安定運用のプロ
セスが重要です。

関係する全てのステークホルダーを早期に
巻き込むことは、生成AI活用の成功にとっ
て重要です。チェンジマネジメントとコミュ
ニケーション支援は、変革プロセスの要と
なります。社員が新しいツールを効果的に
使えるようにするためには、包括的かつ継
続的な教育プログラムが必要です。明確に
定義されたAIの運用モデルに加え、継続的
な学習と能力開発のプロセスを組織に定
着させるべきです。

組織 テクノロジーとデータ

ガバナンス

プロセス

人材

包括的な生成AIのTOMに 
おいては、以下の観点を 
考慮する必要があります。
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生成AI　TOMの5要素

• AIの取り組みを支援し、既存のデータ＆アナリティクスのCoEと連携
する組織（中央主権型、部内埋め込み型、複数部門連携型、分散型）
の設立

• 上記の専門組織と、部門、外部関係者間の責任分担の定義

組織

プロセス

テクノロジー
とデータ

戦略と
ビジョン

人材

• AIユースケースおよびデータ製品（所有権、品質ゲートなど）のガ
バナンスの確立、AI活用リスク管理

• KPI、ステータス、AIの活用可能性を含むレポートライン確立
• ガバナンス委員会を含めた役割と責任の定義

ガバナンス

• 全ての関係人材
• AI文脈でのチェンジマネジメントとコミュニケーション
• ポートフォリオ全体に組み込まれた、現場主導による人材開発施策
の検討

人材

• データソースの特定とデータガバナンスの見直し
• データアーキテクチャと整備状況、モデルの学習に向けたデータの
整備、クラウドへのデータ移行

• テクノロジーおよびクラウドアーキテクチャの構築、最適なテクノロ
ジーベンダーおよびプラットフォームの選定

• ライセンス管理、購入／自社開発の判断フレームワーク

テクノロジーとデータ

• 生成AIの可能性分析とユースケースの優先順位付け／ポートフォリ
オ管理

• AIユースケースのライフサイクルに沿ったプロセス定義（例：需要管
理、開発、モニタリング、モデル改善、リスク管理）

• コンプライアンス、堅ろう性、セキュリティに関するプロセスの構築

プロセス

1

2

3

4

5

5

4

3

組織

ガバナンス

1

2
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ロードマップの策定

今後の展望

TOMの5つの要素に基づいて、ロードマップを導き出すことで、全体像の草案を作成し、最も重要な導入ステップを順序立てて整
理することが可能になります。

生成AIの進展は、企業にとってイノベーションと競争優位の大
きなチャンスです。ファイナンス部門は今、クイックウィンを活用し
つつ、体系的なアプローチで先駆者となる好機にあります。変化
を傍観するのではなく、積極的に活用することで、持続可能なソ
リューションとAI主導の新時代の成功を実現できます。今こそ行
動の時です。

ロードマップをTOMの各要素から導き出す一例

• 初期の生成AIのユースケースは、簡素化されたTOM
で実現できます。長期的には、生成AIを効果的かつ責
任ある形で扱えるよう、包括的なTOMの整備が必要
です。

• TOMに基づくことで、ロードマップの導出や、個別の
導入施策の具体化が可能になります。

要点

ファイナンス部門
におけるAI戦略
とビジョンを定義
する

（生成）AIと共存
するファイナンス

成熟度およびケイ
パビリティアセス
メントを実施する

ファイナンス部門
向けに最低限必
要なAIガバナンス
のコンセプトを策
定する 需要管理や内部

手続きを定義する

ビジネスケースを
策定し、ソリュー
ション設計を開始
する

ツールおよびテク
ノロジーのエコシ
ステムについて協
議する 学習ニーズを特

定し、スキル強
化を開始する

データ関連の制
約やBIプロセスを
理解する

最初のユースケー
ス2つを選択する

現在
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